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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
海底に存在する鉱物資源を採鉱する採鉱手段と、
前記採鉱手段で採鉱した前記鉱物資源を粉砕する海底に設けた粉砕手段と、
前記粉砕手段で粉砕した前記鉱物資源から精鉱と脈石を選別する海底に設けた海底分離手
段と、
前記精鉱を海上あるいは地上に揚鉱する精鉱揚鉱手段と、
前記脈石を海底に処分する脈石処分手段を備え、
前記粉砕手段が封止された空間を有し、海上あるいは地上に設けた送気手段から空気又は
ガスの補給を前記封止された空間で受け、
前記空気又は前記ガスを介在させた中で機械的な力により前記鉱物資源を粉砕することを
特徴とする海底鉱物処理システム。
【請求項２】
前記海底分離手段が、前記鉱物資源の性質に基づいて前記精鉱と前記脈石を選別するもの
であることを特徴とする請求項１に記載の海底鉱物処理システム。
【請求項３】
前記海底分離手段が、補給された前記空気又は前記ガスを循環させた浮遊選鉱手段である
ことを特徴とする請求項２に記載の海底鉱物処理システム。
【請求項４】
前記粉砕手段及び／又は前記海底分離手段が、水平調節手段を有していることを特徴とす
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る請求項１から請求項３のうちの１項に記載の海底鉱物処理システム。
【請求項５】
海底に存在する鉱物資源を採鉱する海底に設けた採鉱手段と、
前記採鉱手段で採鉱した前記鉱物資源を粉砕する海底に設けた粉砕手段と、
前記粉砕手段で粉砕した前記鉱物資源を海上に揚鉱する揚鉱手段と、
前記揚鉱手段で揚鉱された前記鉱物資源から精鉱と脈石を海上で分離する海上分離手段と
、
前記脈石を海底に処分する脈石処分手段を備え、
前記粉砕手段が封止された空間を有し、海上あるいは地上に設けた送気手段から空気又は
ガスの補給を前記封止された空間で受け、前記空気又は前記ガスを介在させた中で機械的
な力により前記鉱物資源を粉砕することを特徴とする海底鉱物処理システム。
【請求項６】
前記粉砕手段が、ボールミルを含んでいることを特徴とする請求項１から請求項５のうち
の１項に記載の海底鉱物処理システム。
【請求項７】
少なくとも前記採鉱手段と前記粉砕手段が、ユニット体として海底に設けられていること
を特徴とする請求項1から請求項６のうちの１項に記載の海底鉱物処理システム。
【請求項８】
前記脈石処分手段が、前記脈石を前記採鉱手段で採鉱した同一場所あるいはその近傍の海
底に設けられた処分区画において処分するものであることを特徴とする請求項1から請求
項７のうちの１項に記載の海底鉱物処理システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、海底に存在する金属鉱物のうち、有用金属鉱物以外の不要な岩石すなわち脈
石を海底において処分することにより、海底に存在する金属鉱物の経済的な資源開発を可
能とする海底鉱物処理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　深海底には、鉄、モリブデン、コバルト、ニッケル、マンガン、銅などの有用金属鉱物
が存在している。これら有用金属鉱物を採取するための採取方法や装置が種々提案されて
いる（特許文献１～４）。
【０００３】
　特許文献１には、深海底で集鉱した鉱物団塊を集鉱直後に細粒に粉砕し、その細粒を可
撓性の輸送ホースを介して海上の船舶に揚鉱して採取する海底鉱物資源の採取方法が記載
されている。
　しかし、この採取方法は、海底において集鉱した鉱物資源をそのまま揚鉱するものであ
る。このため、細粒中に多量に含まれている不要な岩石（脈石）をも海底から採取するこ
とになる。したがって、鉱石中に含まれている有用な鉱物（精鉱）と共に脈石も海上に揚
鉱し、陸上まで輸送するためのエネルギーが必要となる。このことは、鉱物の資源として
の経済性を損なう原因となる。
【０００４】
　特許文献２には、深海底の団塊状海底資源の採鉱を効率良く経済的に行うために、噴射
ポンプを用いて、吸込用高圧水流管の先端に備えたジェットノズルから高速度で海水を噴
射して、揚鉱の際に大量の粘土塊を団塊状海底資源と共に引き上げることを防ぐことによ
り、エネルギー損失を防止する採鉱装置が記載されている。
　しかし、この採鉱装置は団塊状海底資源を対象としており、破砕して採取される鉱物資
源に用いられるものではない。
【０００５】
　特許文献３には、海底に堆積、埋設、あるいは鉱脈として存在する有用金属等を海水と
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の混合水として吸い込んで母船内に持ち上げ、水と有用金属等を分別した後、残余の混合
水を再び海中に戻す海底資源の採取方法が記載されている。
　しかし、この海底資源の採取方法は、母船内に吸い上げた後に水と有用金属等とを分別
するものである。このため、有用金属等以外の不要物を母船内に吸い上げるためのエネル
ギーが必要となり、このことは有用金属等の資源としての経済性を損なう原因となる。ま
た、この採取方法も団塊状海底資源を対象としており、破砕して採取される鉱物資源に用
いられるものではない。また、混合水を再び海中に戻す方法であるため、混合水は海水中
で容易に拡散し、混合水中の固形物も非常に広範囲に散逸するものである。
【０００６】
　特許文献４には、深海地層からの鉱物採取において、鉱物採取量及び効率を向上させる
こと並びに海面のうねりや悪天候などの影響を避けることを目的として、母船、水中ステ
ーション、リレーブロック及び採取車の間を採集鉱輸送管とエネルギー供給ケーブルで結
んだ採鉱施設が記載されている。この採鉱施設は、リレーブロックの有するふるい格子付
きのサイロにおいて、採取車から採鉱輸送管を介して汲み上げた汲み上げ混合物を選鉱及
び洗鉱するものである。
　しかし、この採鉱施設も所定の大きさの団塊状海底資源を対象としており、破砕して採
取される鉱物資源に用いられるものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平５－１４１１７５号公報
【特許文献２】特開平２－２７５１５号公報
【特許文献３】特開２０００－２４８８７４号公報
【特許文献４】米国特許第４，６８５，７４２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述したとおり、特許文献１に記載の鉱物団塊を採取する方法は、鉱物団塊を粉砕する
が、精鉱と共に脈石をも海上に揚鉱し、陸上まで輸送するものであるから、このことが鉱
物の資源としての経済性を損なう原因となる。また、特許文献２～４に記載のものは、い
ずれも団塊状海底資源そのものを対象としており、破砕して採取される鉱物資源に用いら
れるものではない。このように、従来の採鉱装置、採鉱施設及び海底資源採取方法は、経
済性を損なうことなく、破砕して採取される鉱物資源を海底から採取するものではない。
　また、特許文献１に記載の鉱物団塊を採取する方法のように、精鉱と脈石とを選別する
ことなく揚鉱し陸上に輸送した場合、鉱石を粉砕、分離して精鉱を回収した後に残った脈
石が不要な重金属等を含んでいることがある。このため、環境への負荷が少ない方法を用
いて廃棄する等、脈石を適正に処分しなければならない。この脈石の処分に要するコスト
も資源開発における経済的な負担となる。
　そこで、本発明は、海底に存在する金属鉱物資源開発の経済性の向上、ならびに、脈石
処分の問題を解決するために、海底において採取された鉱物団塊を含めた鉱石を、海底に
おいて粉砕、分離し、精鉱のみを海上又は陸上まで移送し、脈石を海底において処分する
ことができる海底鉱物処理システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１に記載の本発明の海底鉱物処理システムは、海底に存在する鉱物資源を採鉱す
る海底に設けた採鉱手段と、前記採鉱手段で採鉱した前記鉱物資源を粉砕する海底に設け
た粉砕手段と、前記粉砕手段で粉砕した前記鉱物資源から精鉱と脈石を選別する海底に設
けた海底分離手段と、前記精鉱を海上あるいは地上に揚鉱する精鉱揚鉱手段と、前記脈石
を海底に処分する脈石処分手段を備え、前記粉砕手段が封止された空間を有し、海上ある
いは地上に設けた送気手段から空気又はガスの補給を前記封止された空間で受け、前記空
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気又は前記ガスを介在させた中で機械的な力により前記鉱物資源を粉砕することを特徴と
する。
　上記の構成によれば、海底で採鉱手段により採鉱された鉱物資源を破砕し、破砕した鉱
物資源を海底で精鉱と脈石に分離した後に、精鉱を揚鉱し、脈石を海底に処分することが
できる。また、粉砕手段による粉砕が海水中ではなく空気又はガスを介在させた封止され
た空間の中で行われるから、海水の抵抗がなく機械的な力を鉱物資源に効率よく伝えるこ
とができる。
　ここで、「海底」には、海底面のみではなく、海底部における海中すなわち海底面から
所定高さの範囲内の領域、より具体的には海面から海底面の間の中間点から海底側の領域
及び海底面よりも下側の領域も含まれる。また、「地上」には、陸地に近い浅い海におい
て海面又は海面から所定の高さに設けられた構造物なども含まれる
　請求項２に記載の本発明は、請求項１に記載の海底鉱物処理システムにおいて、前記海
底分離手段が、前記鉱物資源の性質に基づいて前記精鉱と前記脈石を選別するものである
ことを特徴とする。
　上記の構成によれば、前記鉱物資源の種類に応じた種々の性質に応じて、海底分離手段
により精鉱と脈石とを分離することができる。ここで、「鉱物資源の性質」とは、鉱物資
源そのものが有する性質をいい、例えば、比重や磁性のような物性、親水性、疎水性、水
中で受ける浮力のようなものが挙げられる。
　請求項３に記載の本発明は、請求項２に記載の海底鉱物処理システムにおいて、前記海
底分離手段が、補給された前記空気又は前記ガスを循環させた浮遊選鉱手段であることを
特徴とする。
　上記の構成によれば、浮遊選鉱手段中に空気又はガスを圧入させることにより、精鉱の
みを浮遊させることができるため、破砕した鉱物資源中の精鉱と脈石とを分離することが
できる。一般に精鉱は脈石よりも親水性が低いため、浮遊選鉱手段中で海水中に空気又は
ガスを圧入させることにより、泡の周囲に付着した状態の精鉱を浮遊選鉱手段の上部に集
めることができる。また、浮遊選鉱手段において空気又はガスを循環させることにより、
これらを再利用することができる。
　なお、前記空気又は前記ガスを、海上あるいは地上に設けた送気手段から供給すること
により、浮遊選鉱手段において循環させるために十分な量の空気又はガスを海上あるいは
地上から供給することができる。
　請求項４に記載の本発明は、請求項１から請求項３のうちの１項に記載の海底鉱物処理
システムにおいて、前記粉砕手段及び／又は前記海底分離手段が、水平調節手段を有して
いることを特徴とする。
　上記の構成によれば、粉砕手段及び／又は海底分離手段を水平に保ち、傾斜を防ぐこと
が可能となる。
【００１０】
　請求項５に記載の本発明の海底鉱物処理システムは、海底に存在する鉱物資源を採鉱す
る海底に設けた採鉱手段と、前記採鉱手段で採鉱した前記鉱物資源を粉砕する海底に設け
た粉砕手段と、前記粉砕手段で粉砕した前記鉱物資源を海上に揚鉱する揚鉱手段と、前記
揚鉱手段で揚鉱された前記鉱物資源から精鉱と脈石を海上で分離する海上分離手段と、前
記脈石を海底に処分する脈石処分手段を備え、前記粉砕手段が封止された空間を有し、海
上あるいは地上に設けた送気手段から空気又はガスの補給を前記封止された空間で受け、
前記空気又は前記ガスを介在させた中で機械的な力により前記鉱物資源を粉砕することを
特徴とする。
　上記の構成によれば、採鉱手段により採鉱された鉱物資源を破砕し、破砕した鉱物資源
を揚鉱し、精鉱と脈石に分離し、脈石を海底に処分することができる。また、粉砕手段に
よる粉砕が海水中ではなく空気又はガスを介在させた封止された空間の中で行われるから
、海水の抵抗がなく機械的な力を鉱物資源に効率よく伝えることができる。
【００１１】
　請求項６に記載の本発明は、請求項１から請求項５のうちの１項に記載の海底鉱物処理
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システムにおいて、前記粉砕手段が、ボールミルを含んでいることを特徴とする
　上記の構成によれば、鉱物資源を微細に粉砕することができる。なお、粉砕手段は、ボ
ールミル単独で構成することとしても、粗砕用のジョークラッシャーなどと組み合わせて
用いることとしてもよい。
　請求項７に記載の本発明は、請求項1から請求項８のうちの１項に記載の海底鉱物処理
システムにおいて、少なくとも前記採鉱手段と前記粉砕手段が、ユニット体として海底に
設けられていることを特徴とする。
　上記の構成によれば、採鉱手段と粉砕手段との位置関係を固定することができる。
　請求項８に記載の本発明は、請求項1から請求項７のうちの１項に記載の海底鉱物処理
システムにおいて、前記脈石処分手段が、前記脈石を前記採鉱手段で採鉱した同一場所あ
るいはその近傍の海底に設けられた処分区画において処分するものであることを特徴とす
る。
　上記の構成によれば、不要な脈石をもとの場所に戻すことができる。ここで「その近傍
」とは、脈石が採鉱された場所から、海底環境に影響しない範囲内の領域をいう。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、不要な脈石を揚鉱することなく海底で処分して海底から精鉱のみを揚
鉱することができるから、脈石の揚鉱に要するコストを削減し、海底に存在する金属鉱物
資源開発の経済性を向上させることができる。また、海底において、鉱物資源の粉砕及び
分離が実施されるため、騒音や粉塵の発生等、処理に伴う周囲の人間社会への影響が軽減
できる。さらに、鉱物が採取された海底で脈石を処分することができるから、海水中への
拡散や逸散を防ぎ、脈石処分による環境問題を解決することができる。
　また、海底分離手段を鉱物資源の性質に基づいて精鉱と脈石とを選別する構成とすれば
、鉱物資源の種々の性質に応じて適切に精鉱と脈石とを分離する手段を選ぶことが可能と
なり、例えばふるい格子のように海水中での選鉱が水による抵抗の影響を受け、選鉱時間
が非常にかかるようなことが防止できる。
　また、前記海底分離手段を空気又はガスを循環させた浮遊選鉱手段により構成すれば、
浮遊選鉱手段に用いられる空気又はガスを海底で再利用することができるから、大量の空
気又はガスを浮遊選鉱中に常時、海上あるいは陸上から供給するためのエネルギーが不要
となり、金属鉱物資源開発の経済性を向上させることができる。
　また、粉砕手段及び／又は海底分離手段が、水平調節手段を有している構成とすれば、
粉砕手段及び／又は海底分離手段を水平に保つことが可能となるから、傾斜による効率の
低下や機能が損なわれるといった事態を防止して、これらを効率良くかつ確実に機能させ
ることができる。
　また、粉砕手段が、空気又はガスを介在させた中で機械的な力により鉱物資源を粉砕す
る構成とすれば、水による抵抗を受けず鉱物資源の粉砕を空気又はガス中で効率良く行う
ことができる。
　また、粉砕手段が、ボールミルを含んでいる構成とすれば、鉱物資源を微粉砕すること
ができるから、海底分離手段による精鉱と脈石の分離効率を向上させることができる。
　また、採鉱手段と粉砕手段がユニット体として海底に設けられている構成とすれば、こ
れら手段の取り扱いが容易になる。例えば、採鉱手段と粉砕手段を海上からつり下げて降
ろす場合に、両者の位置関係を固定して一体のものとして取り扱うことができるから、海
底への設置及び海底からの引き上げが容易になる。
　また、脈石処分手段により前記脈石を前記採鉱手段で採鉱した同一場所あるいはその近
傍の海底に設けられた処分区画において処分する構成とすれば、不要な脈石を採鉱したも
との場所に戻すことができるから、海水中への拡散や散逸を防ぎ、脈石処分による環境へ
の影響を小さくすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施の形態１の海底鉱物処理システムの概略構成を模式的に示す模式図
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【図２】（ａ）従来の処理プロセスを示すプロセスチャート（ｂ）本発明の海底鉱物処理
システムの処理プロセスを示すプロセスチャート
【図３】海底鉱物処理用ボールミルの概略構成を示す断面図
【図４】海底鉱物処理用カラム浮選機の概略構成を示す断面図
【図５】水平調節装置の概略構成を示す正面図
【図６】本発明の実施の形態２の海底鉱物処理システムの概略構成を模式的に示す模式図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
（実施の形態１）
　本発明の実施の形態１につき、図面を参照しつつ以下に説明する。
　図１は本発明の海底鉱物処理システム１００の概略構成を模式的に示す概略図である。
同図に示すように、本発明の海底鉱物処理システム１００は、海底１の熱水鉱床２等に存
在する鉱物資源を採鉱する採鉱機（採鉱手段）１０と、採鉱機１０で採鉱した鉱物資源を
粉砕する海底に設けた粉砕手段２０と、粉砕手段２０で粉砕した鉱物資源から精鉱と脈石
を選別する海底に設けた海底鉱物処理用カラム浮選機（海底分離手段）４０と、精鉱を海
上の海面３に位置する母船（送気手段）７０に揚鉱する精鉱揚鉱手段６０とを備えている
。なお、本実施の形態の海底鉱物処理システム１００では、後に説明するように海底鉱物
処理用カラム浮選機４０の排出口５４（図４参照）が脈石処分手段として機能する。
【００１５】
　図２（ａ）は従来の処理プロセスを示すプロセスチャートであり、図２（ｂ）は本発明
の海底鉱物処理システムの処理プロセスを示すプロセスチャートである。図２（ｂ）のプ
ロセスチャートに示すとおり、海底鉱物処理システム１００は、海底１において、採鉱機
１０が採鉱した鉱物資源の鉱石（以下、適宜「原鉱」という。）を粉砕し、不要な脈石の
分離及び処分を行った後に、精鉱を揚鉱、輸送して製錬するものである。
　このように、海底鉱物処理システム１００は、不要な脈石が取り除かれた精鉱を揚鉱及
び輸送の対象としているから、脈石を揚鉱し輸送するためのエネルギーが不要となる。し
たがって、海底鉱物処理システム１００を用いることにより、海底１に存在する金属鉱物
資源開発の経済性を向上させることができる。
【００１６】
　さらに、図２（ａ）に示すように、従来の処理プロセスは、揚鉱後に騒音を伴う粉砕及
び分離を行うものであるから、騒音等の問題も生じる。対して、図２（ｂ）に示すように
、本実施の形態の海底鉱物処理システム１００は、粉砕及び分離を海底１付近において行
い、元々存在していた海底１に脈石を戻すものである。このため、海底鉱物処理システム
１００によれば、海上に揚鉱し、地上に輸送した後に脈石を処分する場合に生じる騒音や
海水中への拡散や散逸といった環境への問題を解決することができる。
　なお、図１に示した海底鉱物処理システム１００は、通常、海面３からの深さが１００
０メートル以上の深海底において用いられるものであるが、深い湖沼底で鉱物が発見され
た場合等には湖沼で用いることも可能である。
【００１７】
　以下に、海底鉱物処理システム１００の構成について説明する。
　採鉱機１０は、深海底の熱水鉱床２に存在する有用金属鉱物などの鉱物資源を採取する
ものである。本実施の形態では、採鉱機１０の前方に設けられている切削機１１により鉱
物資源を採取するが、切削機１１の代わりに、例えば、鉱物資源を吸引して採取する吸引
手段などを用いることもできる。また、海底１において任意の方向に移動する手段として
、採鉱機１０はその両側にクローラー１２を備えている。なお、図１には示していないが
、採鉱機１０は深海において視界が不良な状況下での作業を可能とするための検知手段や
撮像手段等を備えている。
【００１８】
　粉砕手段２０は、連結管１３を介して海底１で採鉱機１０により採取された原鉱を受け
入れ、海底鉱物処理用カラム浮選機４０による分離及び精鉱揚鉱手段６０による揚鉱に充
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分なサイズにまで粉砕するものである。
　海底鉱物処理システム１００では、海底鉱物処理用カラム浮選機４０を用いて精鉱と脈
石とに分離する。精鉱は、海底鉱物処理システム１００により海面３の母船７０に移送さ
れ、最終的には製錬所で製錬される。脈石は海底の処分区画５５等に排出されて、処分さ
れる（図２（ｂ）参照）。なお、海底鉱物処理用カラム浮選機４０により分離された精鉱
は、熱水鉱床２が陸の近傍に存在する場合などには、母船７０ではなく陸に直接移送する
こともできる。
【００１９】
　粉砕手段２０は、粗砕機（図示せず）と微粉砕機を備えている。そして、粉砕手段２０
による原鉱の粉砕プロセスでは、粗砕機を用いて原鉱を数ｍｍ～数ｃｍのサイズにまで粗
砕し、さらに微粉砕機を用いて数十μｍ～百数十μｍ程度にまで微粉砕する。粗砕機とし
ては、例えば、ジョークラッシャーやジャイレトリークラッシャーを使用することができ
る。微粉砕機としては、例えば、ボールミルを使用することができる。ボールミルとは、
回転する容器と、その内部に封入された鋼球との間に砕料（粉砕される物質）が挟まれ、
荷重や衝撃力を与えられることによって、物質を粉砕する装置である。
　地上で用いられているボールミルを海中で使用する場合、開口部からその内部に水が流
入する。このため、海水の作用により物質を粉砕する際における鋼球の抵抗が増加して、
鋼球の粉砕力が低下する。したがって、地上で用いられているボールミルを海底で使用す
るには、上述した抵抗の増加を防止するための構成を採用することが望ましい。
【００２０】
　図３は、海底鉱物処理用ボールミル２１の概略構成を示す断面図である。海底鉱物処理
用ボールミル２１では、連結管１３（図１参照）を介して採鉱機１０に連結されている投
入管２２が挿入されている開口部２３が封止部材２９で覆われている。また、処理部２４
内に空気又はガス（以下、適宜「空気等」という。）を圧入するための圧縮空気圧入用ホ
ース２６が開口部２３の封止部材２９を貫通するように設けられている。この圧縮空気圧
入用ホース２６から、処理部２４内に圧縮空気等を供給することにより、処理部２４内に
海水が流入することを防止し、処理部２４内に充分な量の空気等を確保できる。これによ
り、海水の作用により鋼球２５の抵抗が増加し、鋼球２５の粉砕力が低下することを防止
できる。この結果として、海底鉱物処理用ボールミル２１は、海底において十分な粉砕能
力を発揮することが可能となる。なお、海底鉱物処理システム１００においては、圧縮空
気圧入用ホース２６への空気等の供給は、後述する連結管６１と併行に設けられている空
気供給管７１を介して行われる（図１参照）。
　このように、その内部の処理部２４に空気等を供給する圧縮空気圧入用ホース２６を備
えている海底鉱物処理用ボールミル２１を使用することにより、次の分離プロセスに投入
するのに充分な程度にまで原鉱を微粉砕することが可能になる。
　海底鉱物処理用ボールミル２１において微粉砕された原鉱は、処理部２４内に連結され
た吸引管２７からポンプ２８を用いて吸引されて、海底鉱物処理用カラム浮選機４０（図
１参照）へと供給される。
　なお、海底鉱物処理用ボールミル２１は、上記構成の他に、モータ、減速器、ベアリン
グ、給電設備などを備えている。
　また、処理部２４内に圧入される空気以外のガスとしては、例えば窒素ガス等が用いら
れる。なお、機械的な力により鉱物資源を粉砕する手段として空気やガスが介在する中で
粉砕することに利点がある手段は、ボールミルの他、ロッドミルやハンマークラッシャ等
がある。
【００２１】
　分離プロセスでは、微粉砕された原鉱を精鉱と脈石に分離する。陸上での分離装置とし
ては様々な型式のものが知られているが、海底のように人為的なアクセスが困難な環境に
設置する装置としては、機構が単純で故障の生じにくいものが適している。このような理
由により、本実施の形態の海底鉱物処理システム１００は、浮遊選鉱（浮選）と呼ばれる
分離方式に基づく、カラム浮選機と呼ばれる装置形式である海底鉱物処理用カラム浮選機
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４０を用いている。
　図４に海底鉱物処理用カラム浮選機４０の概略構成を示す断面図を示す。同図に示すよ
うに、海底鉱物処理用カラム浮選機４０では、微粉砕された粒子と水を充填したカラム状
の構造物であるカラム４１内下部に設けられている気泡発生ノズル４２から空気等を圧入
し、気泡Ｂ（図では白抜きの丸で示す。）を発生させて、カラム４１内に下から上への気
泡Ｂの流れを形成する。そして、気泡発生ノズル４２より上から精鉱粒子Ｍ（図では黒塗
り三角で示す。）と脈石粒子Ｓ（図では白抜きの四角で示す。）と水との混在物であるパ
ルプＰをカラム４１内に投入することにより、精鉱粒子Ｍのみを気泡Ｂの表面に付着させ
て（Ｂ＋Ｍ）上昇させ、脈石粒子Ｓを沈降させることができる。このようにして、カラム
４１内にパルプＰを投入することにより、精鉱粒子Ｍと脈石粒子Ｓとを分離することがで
きる。
【００２２】
　海中で海底鉱物処理用カラム浮選機４０を使用する場合、まず、気泡Ｂの発生に必要な
空気等を供給する必要があるが、この空気等は海上又は陸上から供給することとすればよ
い。そして、一旦気泡Ｂとしてカラム４１内を上昇した後にカラム上端部（オーバーフロ
ー部）４３に滞留した気泡Ｂは、海底鉱物処理用カラム浮選機４０内から除去され、海中
に放出されたのち、海面３（図１参照）まで達した後に大気中に放出される。
　しかし、空気等を海中に放出し空気等を海上又は陸上から新たに供給することにより、
精鉱粒子Ｍと脈石粒子Ｓとを分離することは経済的ではない。なぜなら、深海底での海底
鉱物処理用カラム浮選機４０による選別において、海上又は陸上から海底鉱物処理用カラ
ム浮選機４０に空気等を供給するためには、海底での水圧が相当高くなることから(水深
１０００メートルで１００気圧)、非常に大きなエネルギーを要するからである。
　そこで、海底鉱物処理システム１００は、海底鉱物処理用カラム浮選機４０に供給され
た空気等を再利用し、所定量の空気等が供給された後は、再利用における漏洩や海水中へ
の溶解により不足した場合に、不足分の空気等を追加する構成としている。このように、
気泡発生ノズル４２からカラム４１内に圧入された空気等をカラム上端部４３から回収し
、気泡発生ノズル４２からの気泡発生に繰り返し使用すること、すなわち空気等を再循環
させることにより、気泡Ｂの発生に要するエネルギー効率を向上させて、効率的、経済的
な精鉱Ｍと脈石Ｓとの分離を実現している。
【００２３】
　海底鉱物処理用カラム浮選機４０は、気泡発生ノズル４２から圧入した空気等を再利用
するために、カラム４１とともに、気泡Ｂ発生用の空気等を一時的に貯留するアキュムレ
ータ４４、空気等を再循環させて圧入するためのポンプ４５、海上又は陸上から空気等を
供給するためのホース４６、これらを接続するための配管４７・４８、バルブ４９を備え
ている。
　より具体的には、アキュムレータ４４は、ホース４６、配管４７・４８と連通されてい
る。そして、母船７０（図１参照）内に設けられている送気手段（図示せず）から供給さ
れた空気等は、後述する連結管６１と併行に設けられている空気供給管７１を介して、ホ
ース４６からアキュムレータ４４内に供給され、配管４７を介してカラム４１内下部の気
泡発生ノズル４２に供給される。そして、アキュムレータ４４は、カラム上端部４３の空
間５０に連通されている配管４８を介してカラム４１から空気等を回収する。当該回収は
、配管４８の備えているポンプ４５及びバルブ４９を制御することにより行う。
　なお、カラム４１、アキュムレータ４４、ホース４６、配管４７・４８、バルブ４９等
は密閉容器ではないため、耐圧性を備えたものにより構成することは必要ではない。また
、海底鉱物処理システム１００では、空気供給管７１を、ホース４６と粉砕手段２０の圧
縮空気圧入用ホース２６（図３参照）に共通の空気等の供給手段として用いているが、各
々別のものにより構成することとしても良い。
　なお、海底での選鉱に当たり、空気あるいはガスを循環させて選鉱を行う方法は、海底
鉱物処理用カラム浮選機４０のような浮遊選鉱手段以外にも、静電選鉱、磁気選鉱、比重
選鉱、空気選鉱といったおよそ海水が介在することにより、地上とは選鉱条件が異なり不
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具合を生じるあらゆる選鉱手段に思想的に適用できるものである。
【００２４】
　気泡Ｂがカラム上端部４３に溜まった泡沫５１とともに流出した精鉱Ｍは、ポンプ５２
を備えた配管５３を介して精鉱揚鉱手段６０（図１参照）へと送られて、海面３の母船７
０へと揚鉱される。
　精鉱揚鉱手段６０は、連結管５３を介して海底鉱物処理用カラム浮選機４０に連結され
ており、連結管６１を介して海面３の母船７０に連結されており、海底鉱物処理用カラム
浮選機４０により脈石が分離された精鉱を母船７０に揚鉱するものである。
　海底鉱物処理システム１００では、精鉱を母船７０に揚鉱した後、陸地に輸送して製錬
することとしているが、陸地の近くにおいて海底鉱物処理システム１００が用いられる場
合は、母船７０に揚鉱せずに、精鉱を陸地に直接揚鉱することとしても良い。また、揚鉱
は母船７０にして、空気は陸上に設けた送気手段から供給することもできる。
【００２５】
　海底鉱物処理用カラム浮選機４０において分離された脈石は、カラム４１下部において
開口している排出口５４から排出される。海底鉱物処理用カラム浮選機４０の設置前に処
分区画５５（図１参照）に脈石処分穴等を用意しておき、その脈石処分穴に脈石を処分す
ることにより、脈石が海中に流出して環境に対して悪影響を及ぼすことを防止して、脈石
を適切に処分することが可能となる。
【００２６】
　海底鉱物処理システム１００の粉砕手段２０と海底鉱物処理用カラム浮選機４０とは、
ユニットとして構成することとしても良い。両者をユニットとして構成すれば、これらを
海底１に設置する際及び海底１から引き上げる際の作業工程を少なくすることができる。
【００２７】
　図５は水平調節装置（水平調節手段）８０の概略構成を示す正面図である。同図に示す
ように、水平調節装置８０は、架台８１、支柱８２、アクチュエータ８３及び傾斜計８４
を備えている。架台８１は、その上に粉砕手段２０及び／又は海底鉱物処理用カラム浮選
機４０（図１参照）を載置するものである。架台８１はその四隅に設けられている支柱８
２よって海底１上に設けられている。そして架台８１の海底１側に設けられている傾斜計
８４の測定結果に基づいた信号を受けて、各支柱８２の海底１側に設けられているアクチ
ュエータ８３により支柱８２を伸縮させることで、架台８１を水平に保つことができる。
これにより、粉砕手段２０や海底鉱物処理用カラム浮選機４０が傾斜して、これらの効率
が落ちたり、機能が損なわれたりすることを防止して、海底鉱物処理システム１００によ
る粉砕及び分離を効率良く行うことができる。
　特に、海底鉱物処理システム１００は、海底鉱物処理用カラム浮選機４０を用いている
から、水平調節装置８０により水平に設置された状態を確保することが、精鉱と脈鉱との
分離を効率良く行うために有効である。
　なお、水平調節装置８０は架台８１の水平を保つためのものであるから、４つの支柱８
２の全てにアクチュエータ８３が設けられていることは必ずしも必要ではなく、支柱８２
のうち水平調節に必要なものにのみアクチュエータ８３を設けることとしても良い。
【００２８】
（実施の形態２）
　本発明を母船７０上に備えられた海底鉱物処理用カラム浮選機（海上分離手段）４０を
用いて実施した海底鉱物処理システム２００について、図６を参照しつつ以下に説明する
。なお、実施の形態１において説明したものについては、同じ番号を付して本実施の形態
では説明を省略する。
　海底鉱物処理システム２００は、採鉱機１０、粉砕手段２０と、海底鉱物処理用カラム
浮選機４０及び揚鉱手段６０’を備えている点において、海底鉱物処理システム１００と
同じであるが、海底鉱物処理用カラム浮選機４０が、海底１ではなく、海面３の母船７０
上に設けられている点において、海底鉱物処理システム１００と相違している。
　このため、本実施形態の海底鉱物処理システム２００では、吸引管２７により粉砕手段
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２０と揚鉱手段６０’とが連結されており、精鉱と脈石とが分離される前の状態で、揚鉱
手段６０’により海面３まで揚鉱される。そして、母船７０上の海底鉱物処理用カラム浮
選機４０により精鉱と脈石とを分離して、不要な脈石を海底１に処分（廃棄）する。
　したがって、製錬のための輸送の後に精鉱と脈石とを分離する従来の海底鉱物処理シス
テム（図２（ａ）参照）と比較して、脈石を輸送しない分だけ輸送効率が向上し、また、
脈石の処分を容易に行うことができる。
　海底鉱物処理システム２００では、海底鉱物処理用カラム浮選機４０の排出口５４から
排出された脈石は、連結管６１と併行して設けられている排出管６２及びその先端に設置
された排出ノズル６３を介して、処分区画５５にて処分される。これにより、脈石をもと
もと存在していた海底に戻し、環境への影響を小さくすることが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００２９】
　本発明は、海底において採取された鉱石を、海底において粉砕、分離し、精鉱のみを海
上まで移送し、脈石を海上に揚鉱することなく海底において処分することができる海底鉱
物処理システムとして利用することができる。
　また、海底で採鉱、粉砕を行った原鉱を揚鉱した後、海上で分離を行って脈石を海底に
処分し、精鉱のみを陸上に輸送する海底鉱物処理システムとして利用することもできる。
　なお、本発明が陸地に近い位置に利用される場合、海底で分離された精鉱を直接陸上に
揚鉱することとしてもよい。
【符号の説明】
【００３０】
　　　１０　　採鉱機（採鉱手段）
　　　２０　　粉砕手段
　　　２１　　海底鉱物処理用ボールミル（粉砕手段）
　　　４０　　海底鉱物処理用カラム浮選機（海底分離手段、海上分離手段）
　　　５４　　排出口（脈石処分手段）
　　　６０　　精鉱揚鉱手段
　　　６０’　揚鉱手段
　　　６２　　排出管（脈石処分手段）
　　　６３　　排出ノズル（脈石処分手段）
　　　７０　　母船（送気手段）
　　　８０　　水平調節装置（水平調節手段）
　　　１００、２００　海底鉱物処理システム
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